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小矢部市の給与・定員管理等について  

１ 総括  

 (1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

(17年度末) 

歳 出 額 

Ａ
実質収支

人 件 費

Ｂ

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

16年度の人件費率

17年度 
              人 

33,891 

      千円

13,027,405

    千円

347,863

    千円

2,914,120

      ％ 

22.4 

              ％

22.5 

 

 ( 2 )  職員給与費の状況（普通会計決算） 

給     与     費 

区 分 
職員数 

Ａ  給  料 職員手当 期 末 ･ 勤 勉 手 当    計  Ｂ

一人当た

り給与費 

Ｂ／Ａ  

(参考) 

類似団体平均 

一人当たり給与費

17年度 
人 

335 

千円 

1,368,010 

千円

179,002 

千円

546,105 

千円

2,093,117

千円 

6,248 

千円

6,119 

   （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

         ２ 職員数は平成 17 年４月１日現在の人数である。 

 

(3) 特記事項 

  無 

 

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

（注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の 

       給与水準を示す指数である。 

   ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を 

    単純平均したものである。 
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 (1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（18 年４月１日現在） 

    ①一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額 

(国ベース) 

小矢部市 45.4歳 361,162円 406,725円 390,875円 

富山県 43.1歳 348,200円 416,780円 379,112円 

国 40.4歳 328,477円 ― 381,212円 

  

類似団体 42.7歳 333,185円 380,094円 359,336円 

 

    ②技能労務職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額 

(国ベース) 

小矢部市 
49.1歳 282,771円 297,749円 289,909円 

うち給食調理員
49.0歳 289,517円 292,817円 292,817円 

 

うち用務員 
52.9歳 287,314円 297,740円 295,659円 

富山県 49.8歳 356,900円 396,263円 379,490円 

国 48.4歳 286,500円 ― 318,595円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
類似団体 47.0歳 292,429円 312,316円 303,976円 

 

    ③消防職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額 

(国ベース) 

小矢部市 41.2歳 339,214円 400,131円 371,057円 

 

類似団体 41.1歳 321,778円 376,539円 347,602円 

 

  （注）１ 「平均給料月額」とは、17 年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で 

        ある。                                                                           

         ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間

外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査に

おいて明らかにされているものである。 

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手

当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベー

スで再計算したものである。 
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 (2) 職員の初任給の状況（18 年４月１日現在）                                        

区    分 小矢部市 富山県 国 

大 学 卒 170,200円 176,800円 170,200円 

一般行政職 
高 校 卒 138,400円 142,800円 138,400円 

高 校 卒 135,600円 130,300円 ― 

技能労務職 
中 学 卒 127,700円 120,200円 ― 

大 学 卒 171,500円 ― ― 

 

 

 

 

 

 

 

  

消 防 職 
高 校 卒 149,600円 ― ― 

 

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（18 年４月１日現在） 

区    分 10年以上15年未満 15年以上20年未満 20年以上25年未満 

大 学 卒 277,700  円 310,500  円 391,400  円 
一般行政職 

高 校 卒 243,700  円 ― 330,300  円 

高 校 卒 238,600  円 254,800  円 273,200  円 
技能労務職 

中 学 卒 ― 210,100  円 ― 

大 学 卒 ― ― 371,250  円 
消 防 職 

高 校 卒 252,300  円 281,400  円 337,900  円 

 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況  

 ( 1 )  一般行政職の級別職員数の状況（18 年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１ 級 定型的な業務を行う職務 
人

３ 
％ 

1.8 

２ 級 高度の知識又は経験を必要とする業務を
行う職務 

人
25 

％ 
15.3 

３ 級 
１主任の職務 
２特に高度の知識又は経験を必要とする
業務を行う職務 

人
41 

％ 
25.2 

４ 級 １主査の職務 
２困難な業務を分掌する主任の職務 

人
43 

％ 
26.4 

５ 級 課長補佐の職務 
人

28 
％ 

17.2 

６ 級 課長の職務 
人

17 
％ 

10.4 

７ 級 １部長、理事又は局長の職務 
２次長の職務 

人
６ 

％ 
3.7 

 （注）１ 小矢部市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 
        ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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 （注） 平成 18 年に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに 
４級及び５級をそれぞれ統合） 

 

 

(2) 昇給期間短縮の状況 

区       分 全 職 種 

職   員   数 

                       Ａ 

        人

345 

普通昇給期間（12～24月）を 

短縮して昇給した職員数 Ｂ 

        人

87 
17年度 

比       率 

                 Ｂ／Ａ 

        ％

25.2 

職   員   数 

                       Ａ 

        人

353 

普通昇給期間（12～24月）を 

短縮して昇給した職員数 Ｂ 

        人

141 
16年度 

比       率 

                 Ｂ／Ａ 

        ％

39.9 
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４ 職員の手当の状況  

 (1) 期末手当・勤勉手当 

小 矢 部 市 富  山  県 国 

１人当たり平均支給額 

（17年度） 

     １，６４２ 千円 

１人当たり平均支給額 

（17年度） 

     １，９１９ 千円 

－ 

（17年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

   3 . 0 0  月分   1 . 4 5  月分 

  ( 1.60 )月分  ( 0.75 )月分 

（17年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

   3 . 0 0  月分   1 . 4 5  月分 

  ( 1.60 )月分  ( 0.75 )月分

（17年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

   3 . 0 0  月分   1 . 4 5  月分 

  ( 1.60 )月分  ( 0.75 )月分

  

 

 

  

 

 

  

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置 

 ・役職加算   ５～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置 

・役職加算   ５～20％ 

・管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置 

・役職加算   ５～20％ 

・管理職加算 10～25％ 

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 (2) 退職手当（18 年４月１日現在） 

小  矢  部  市 国  

 

 

 

 

 

 

 

  

（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年          23.50月分  30.55月分 

勤 続 2 5 年          33.50月分  41.34月分 

勤 続 3 5 年          47.50月分  59.28月分 

最 高 限 度 額     59.28月分  59.28月分 

 

その他の加算措置 定年前早期退職特例 

措置(2～20％加算) 

 

1人当たり平均支給額 

定年・勧奨    24,570 千円 

自己都合その他  15,081 千円 

（支給率）       自己都合  勧奨・定年 

勤 続 2 0 年          23.50月分  30.55月分 

勤 続 2 5 年          33.50月分  41.34月分 

勤 続 3 5 年          47.50月分  59.28月分 

最 高 限 度 額     59.28月分  59.28月分 

 

その他の加算措置 定年前早期退職特例 

措置(2～20％加算) 

 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、17 年度に退職した全職種に係る職員に支給 

   された平均額である。 

 

 (3) 特殊勤務手当（18 年４月１日現在） 

支給実績（17年度決算）   ２，８７１ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）                    ２２，０８９   円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）                        ３７．５    ％ 

手当の種類（手当数） ９ 種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

市税等徴収手当 税務課職員等 市税等の徴収・滞納処分業務 日額 200円 

伝染病作業手当 生活環境課職員 伝染病の防疫作業等 日額 500円 

行旅死病人業務手当 社会福祉事務所職員 ①行旅死亡人取扱い業務 

②行旅病人の救護業務 

①日額2,000円 

②日額1,000円 

社会福祉業務手当 社会福祉事務所職員 生活保護者の面接、調査等 日額 200円 

救急出動手当 消防職員 救急業務に従事 

①救急救命士 

②救急救命士以外の職員 

 

①１回 200円 

②１回 100円 

火災・救助出動手当 消防職員 水火災等の災害現場に従事 １回 200円 
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深夜勤務手当 消防職員 午後10時から午前５時までの

消防業務に従事 

１夜 300円 

牧野作業手当 稲葉山牧野職員 牧野作業従事 月額4,000円 

用地交渉手当 都市建設課等職員 用地取得等交渉業務 日額 200円 

 

 (4) 時間外勤務手当 

支給実績（17年度決算） ５ ９ ， ３ ７ ７  千円

職員１人当たり平均支給年額（17年度決算） ２ ２ ７  千円

支給実績（16年度決算）      ６ ０ ， ２ ９ ４  千円

職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）            ２ ３ ２  千円

 

 

 (5) その他の手当（1８年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と

異なる内容

支給実績 

(17年度決算) 

支給職員１人

当たり平均支

給年額 

(17年度決算) 

扶 養

手 当  

(1)配偶者 13,000円 

(2)配偶者以外 

 ①2人まで それぞれ6,000円（そのうち

1人については、配偶者がいない場合は

11,000円、扶養親族でない配偶者がいる

場合は6,500円） 

 ②①以外 1人につき5,000円 

 ③満16歳年度初めから満22歳年度末まで

の間にある子1人につき、5,000円を加算

同じ 

 千円 

 

 

 

３０，１０９ 

円

２１２，０３２

住 居

手 当  

(1)借家等 

 ①家賃23,000円以下の場合 

  家賃－12,000円 

 ②家賃23,000円を超える場合 

  11,000円＋(家賃－23,000円)/2 

  (最高限度額27,000円) 

 ③自宅2,500円 

(新築・購入後5年間に限る) 

同じ 

 

５，１１０ １６４，８３９

通 勤

手 当  

(1)交通機関利用職員 

 6箇月定期券等の価額による一括支給 

 全額支給限度額 1箇月当たり55,000円

(2)交通用具使用職員 

 距離段階区分に応じ2,000円～24,500円

同じ 

 

１３，７３０ ４９，７４５

管理職

手当 

管理又は監督の地位にある職員に給料に一

定割合(6～15％)を乗じて得た額を支給 

例）部長 15％、次長 12％、課長10％ 

同じ 

 

３６，１１９ ４５７，２０９

休日勤

務手当 

休日等において正規の勤務時間中に勤務し

た職員に支給 

1時間当たりの給与額×1.35×時間数 

同じ 

 

９，８５６ ３３９，８７７

夜間勤

務手当 

正規の勤務時間として午後10時から翌日の

午前5時までの間に勤務した職員に支給 

1時間当たりの給与額×0.25×時間数 

同じ 

 

３，２１８ １１０，９７８

宿日直

手当 

宿日直勤務を命ぜられた職員が勤務した場

合に支給 
同じ 

 
８２ ８２，０００
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管理職

員特別

勤務手 

当 

管理職手当支給対象職員等が臨時又は緊急

の必要等により週休日等に勤務した場合に

支給 

6時間以下4,000～8,000円 

6時間以上6,000～12,000円 

同じ 

 

７０８ ５９，０００

 

 

５ 特別職の報酬等の状況（ 18 年４月１日現在）  

区     分 給  料  月  額  等 

（参考）類似団体における最高／最低額 
給 

料 

  

市     長 

助     役 

収  入  役 

 

９３０，０００円

７５０，０００円

６７７，０００円

    1,010,000  円 ／ 522,000  円 

      800,000  円 ／ 526,500  円 

750,000  円 ／ 482,700  円 

報 

酬 

議     長 

副  議  長 

議     員 

４４５，０００円

３９０，０００円

３６０，０００円

      475,000  円 ／ 266,000  円 

      425,000  円 ／ 214,000  円 

400,000  円 ／ 177,000  円 

市     長 

助     役 

収  入  役 

 （17年度支給割合） 

                    ３.３５  月分 
期
末
手
当 

議     長 

副  議  長 

議     員 

 （17年度支給割合） 

                    ３.３５  月分 

 

市     長 

助     役 

収  入  役 

 （算定方式）              （１期の手当額）（支給時期） 

 給料月額×500/100×在職年数  18,600千円  任期毎 

 給料月額×280/100×在職年数   8,400千円  任期毎 

 給料月額×250/100×在職年数   6,770千円  任期毎 

退
職
手
当 

備    考   

（ 注 ）  退 職 手 当 の 「 １ 期 の 手 当 額 」 は 、 ４ 月 １ 日 現 在 の 給 料 月 額 及 び 支 給 率 に  

基 づ き 、 １ 期 （ ４ 年 ＝ 48 月 ） 勤 め た 場 合 に お け る 退 職 手 当 の 見 込 額 で あ る 。  
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６ 職員数の状況  

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 

                                                       （各年４月１日現在） 

職  員  数  

平成18年 平成17年

対 前 年
増 減 数

主 な 増 減 理 由            

議  会 
総  務 
税  務 
労  働 
農林水産 
商  工 
土  木 
民  生 
衛  生 

  ５ 
 ６３ 
 １８ 
  １ 
 １７ 
  ６ 
 １６ 
１００ 
 １７ 

  ５ 
 ６３ 
 １８ 
  １ 
 １７ 
  ６ 
 １５ 
１０４ 
 １８ 

 
 
 
 
 
 

 １ 
△４ 
△１ 

 
 
 
 
 
 
業務量の増 
退職者不補充、事務の統廃合縮小 
事務の統廃合縮小 

一
般
行
政
部
門 

小  計 ２４３ ２４７ △４ 
＜参考＞ 
 人口1,000人当たり職員数 7.17人 
（類似団体の人口1,000人当たり職員数7.76人）

教育部門 ４８ ５１ △３ 事務の統廃合縮小 

消防部門 ３８ ３８   

普

通

会

計

部

門 

小  計 ３２９ ３３６ △７ 
＜参考＞ 
 人口1,000人当たり職員数 9.71人 
（類似団体の人口1,000人当たり職員数10.47人）

水  道 
下 水 道 
そ の 他 

  ７ 
  ６ 
  ８ 

  ７ 
  ６ 
  ８ 

  

 

会
計
部
門 

公
営
企
業
等 小  計 ２１ ２１  

 

合  計 ３ ５ ０  
[３ ５ ４ ］ 

３ ５ ７  
[３ ５ ４ ]

△ ７  
[   ]

＜参考＞ 
 人口1,000人当たり職員数 10.33人 

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 
    ２ [     ]内は、条例定数の合計である。 

 

(2) 年齢別職員構成の状況（18 年４月１日現在） 

            20  20  24  28  32  36  40  44  48  52  56  60 

             歳  ～  ～   ～  ～   ～    ～   ～    ～  ～   ～   歳 

             未  23  27  31  35  39  43  47  51  55  59  以 

             満                                                     上 

 

0
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4

6

8

10

12

14

16
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20

構成比

５年前の構成比

%
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区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳

～  

35歳

36歳

～  

39歳

40歳

～  

43歳

44歳

～  

47歳

48歳

～  

51歳

52歳 

～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳

 

以上

 

計 

Ｈ18 

職員数 

人 

１ 

人

４ 

人 

18 

人 

31 

人

27 

人

25 

人

20 

人

44 

人

55 

人 

63 

人 

61 

人

１ 

人

350

Ｈ13 

職員数 
０ ８ 28 32 20 24 45 56 68 65 35 １ 382

 

 

 (3) 定員管理の数値目標及び進捗状況 

  ① 平成 17 年４月１日～平成 22 年４月１日における定員管理の数値目標 

平成17年４月１日 

職員数 

平成22年４月１日

職員数 
純減数 純減率 

357人 311人 △46人 13％ 

 

  （ 参 考 ） 小 矢 部 市 行 財 政 改 革 大 綱 に お け る 定 員 管 理 の 数 値 目 標 （ 数 ）  

計画期間 

始 期 終 期 
数値目標 

平成16年４月１日 平成26年４月１日 61人を純減し、300人体制 

 

  ② 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 

                                                                     （各年４月１日現在） 

       区 分 

 

部 門 

17 年 

計画始期 

18 年 

１年目

19 年 

２年目

22 年 

５年目

17 年～22 年 

計 

（参考） 

数値目標

職員数 357 人 350 人   ― 311 人 一般行政 

特別行政 

公営企業 増 減  △７人   △７人 △46 人 

  （注）１ 計画期間は、17 年～22 年の５年間である。 

         ２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。 

     ３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以

降現年までの職員増減数の累計を示す。 
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７ 公営企業職員の状況  

 (1) 水道事業 

   ① 職員給与費の状況 

     ア 決算 

区 分 

総費用 

 

    Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費

 

      Ｂ

総費用に占める

職員給与費比率

    Ｂ／Ａ

 (参考) 

16年度の総費用に占

める職員給与費比率

17年度 
    千円 

579,238 

        千円 

74,680 

     千円

48,790 

           ％

8.4 

                ％

8.4 

 

給     与     費 

区 分 
職員数 

Ａ  給  料 職員手当 期 末 ･ 勤 勉 手 当    計  Ｂ

一人当たり

給与費 

Ｂ／Ａ  

(参考) 

市町村平均 

一人当たり給与費

17年度 
人 

７ 

千円 

30,367 

千円

6,103 

千円

12,320 

千円

48,790 

千円 

6,970 

千円

6,971 

   （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

      ２ 職員数は、平成 18 年３月 31 日現在の人数である。 

 

     イ  特記事項 

    無  

 

    ② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（18 年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

小矢部市      45.9 歳    363,471 円 408,047 円 

団 体 平 均      44.8 歳    376,947 円 577,214 円 

       （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

 

    ③ 職員の手当の状況 

     ア 期末手当・勤勉手当 

小矢部市（水道事業） 

１人当たり平均支給額 

（17年度） 

     １，７６０ 千円 
（17年度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

   3 . 0 0  月分   1 . 4 5  月分 

  ( 1.60 )月分  ( 0.75 )月分 

 

 

 

 

 

 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

 ・役職加算   ５～15％ 

 

     イ 退職手当（18 年４月１日現在） 

   ４  職 員 手 当 の 状 況 （ 2） を 参 照  
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     ウ 特殊勤務手当（18 年４月１日現在） 

支給実績（17年度決算）                           ６１  千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）                   １５，１５０    円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）                       ５７．１    ％ 

手当の種類（手当数） ２  種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

 

塩素取扱手当 水道職員 塩素取扱い業務に従事  日額250円 

 業務手当 水道職員 滞納使用料等の徴収  日額200円 

 

 

     エ 時間外勤務手当 

支給実績（17年度決算）             ４，０６６ 千円 

職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）                 ６７８ 千円 

支給実績（16年度決算）             ３，３１３ 千円 

職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）                 ４７３ 千円 

       （注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

 

     オ その他の手当（18 年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
一般行政

職の制度

との異同

支給実績 

（17年度決算） 

支給職員１人

当たり平均支

給年額 

（17年度決算）

扶 養 手 当  

(1)配偶者 13,000円 

(2)配偶者以外 

 ①2人まで それぞれ6,000円（そ

のうち1人については、配偶者がい

ない場合は11,000円、扶養親族でな

い配偶者がいる場合は6,500円） 

 ②①以外 1人につき5,000円 

 ③満16歳年度初めから満22歳年

度末までの間にある子1人につき、5

,000円を加算 

同じ 

千円 

 

 

 

７７２ 

円

２５７，３３３

通 勤 手 当  

(1)交通機関利用職員 

 6箇月定期券等の価額による一括

支給 

 全額支給限度額 1箇月当たり 

55,000円 

同じ ２５１ ５０，１６０

管理職手当 

管理又は監督の地位にある職員に

給料に一定割合(6～15％)を乗じて

得た額を支給 

例）部長 15％、次長 12％、課長

10％ 

同じ ５４０ ５３９，６４０

 

 

    ④定員管理の数値目標及び進捗状況 

   ６  職 員 数 の 状 況 (3 )を 参 照  

 


